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2016年6月28日 

受益者の皆様へ 

BNPパリバ インベストメント・パートナーズ株式会社 

 

6月27日の当社ファンドの基準価額の下落について 

 

 

 当社が設定・運用する以下のファンドにおいて、2016年6月27日の基準価額が大幅に下落しましたのでご報 

告いたします。 

 

 

ファンド 
基準価額 

（6月27日） 
騰落額 騰落率 

北欧ハイイールド債券オープン 為替ヘッジなしコース 5,391円 —323円 —5.65％ 

北欧ハイイールド債券オープン 為替プレミアムコース 5,377円 —404円 —6.99％ 

騰落額と騰落率はいずれも前日比 

騰落率は小数第3位を四捨五入 

 

 6月27日の基準価額は、英国の欧州連合（EU）離脱のニュースの影響を受け、大幅に下落しました。 

 24日は、英国でEU離脱の是非を問う国民投票の開票が行われ、離脱支持が過半数を上回り、離脱派が勝利 

しました。リスク回避に伴い北欧ハイイールド債券は下落しました。為替市場でもリスク回避姿勢が急速に強まり

円買いが進み、一時1ドル＝99円台、1ユーロ＝109円台の円高となる場面もありました。上記ファンドは前営業

日（24日）の北欧ハイイールド債券市場及び為替市場を反映し、基準価額を計算しています。このような環境の

中、上記ファンドの基準価額は大幅に下落しました。 

今後も不透明な状況が続くと思われるため、運用においては慎重に臨んで参ります。 

 

（ご参考） 

為替レート 6月24日 騰落額 騰落率 

円の対ドルレート 102円17銭 —3円54銭 —3.35％ 

円の対ユーロレート 113円57銭 —6円42銭 —5.35％ 

円の対ノルウェー・クローネレート 12円12銭 —0円80銭 —6.21％ 

出所 : BNPパリバ セキュリティーズ・サービシズ シンガポール支店のデータをもとに当社作成 

騰落額と騰落率はいずれも前日比 

騰落率は小数第3位を四捨五入 

以上 
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＜当ファンドの主なリスク＞ 

各コースは、主に外国の債券など値動きのある有価証券に実質的に投資しますので、組み入れた有価証券の値動きや為替相場

の変動などの影響により、基準価額は変動します。したがって、投資者のみなさまの投資、元本は保証されているものではなく、基

準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。また、各コースの運用による損益はすべて投資者のみなさ

まに帰属します。なお、投資信託は預貯金と異なります。 

■価格変動リスク 

各コースは、主に債券など値動きのある有価証券に実質的に投資します。債券の価格は、金利動向、政治・経済情勢、発行体の

業績、市場の需給関係等を反映して変動します。一般に、金利が上昇すると、債券の価格は下落します。各コースが実質的に組

み入れている債券の価格が下落した場合、各コースの基準価額が下落する要因となります。 

■信用リスク 

債券の価格は、発行体の経営や財務状況の変動、当該証券に付与された信用格付けの変更や債務不履行の発生等により、変

動する場合があります。また、各コースが実質的に投資を行うハイイールド債券は、投資適格の債券と比較して、発行体の業績や

財務内容等の悪化により価格が大きく下落する場合があり、また発行体が債務不履行に陥る可能性が高いと考えられます。各コ

ースが実質的に投資を行うハイイールド債券の発行体がこのような状況に陥った場合には、各コースの基準価額が下落する場合

があります。 

■カウンターパーティーリスク 

各コースにて実質的に行う有価証券取引、先物為替取引、通貨オプション取引等において、取引の相手方の倒産、経営・財務状

況の悪化等によって、決められた条件での取引が行われない可能性があります。その場合、各コースの基準価額が下落する場合

があります。 

■為替変動リスク 

各コースは、外貨建資産に実質的に投資しますので以下の為替変動リスクを伴います。 

＜為替ヘッジなしコース＞＜為替プレミアムコース＞「為替ヘッジなしコース」および「為替プレミアムコース」が投資対象とする外

国投資信託証券のクラスにおいては、原則として対円で為替ヘッジを行わないため、為替変動の影響を直接的に受け、円高局面

では基準価額が下落する要因となります。 

＜為替ヘッジありコース＞「為替ヘッジありコース」が投資対象とする外国投資信託証券のクラスにおいては、原則として対円で為

替ヘッジを行いますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではなく、基準価額が為替変動の影響を受ける可能性があります。 

■通貨カバードコール戦略の活用に伴うリスク 

＜為替プレミアムコース＞ 

当コースが投資対象とする外国投資信託証券のクラスにおいては、外貨建資産に対して、原則として当該通貨（対円）のコールオ

プションを売却する通貨カバードコール戦略を活用します。コールオプションは時価で評価され、その価値の上昇・下落が基準価

額に反映されます。円に対する当該通貨の為替レートの水準や価格変動率が上昇した場合等には、売却したコールオプションの

評価価格の上昇による損失を被ることになり、基準価額が下落する要因となります。本戦略により得られるオプションプレミアムの水

準は、コールオプション売却時点の為替レート水準や価格変動率、権利行使価格水準、満期までの期間、金利水準、需給等複数

の要因により決定されますので想定したオプションプレミアムの水準が確保できない可能性があります。円に対する当該通貨の為

替レートが上昇した場合でも、当コースはコールオプションの権利行使価格を超える為替差益を放棄することになり、コールオプシ

ョンを売却しない場合に比べて投資成果が劣る可能性があります。本戦略実行時の市場環境や当コースの資産規模、資金流入

の状況、その他やむを得ない事情等によって、本戦略を十分に構築できない可能性があります。 

■流動性リスク 

各コースが投資を行う外国投資信託証券では、有価証券取引、先物為替取引、通貨オプション取引等を行おうとする際に、市場

の流動性不足や取引規制等により、取引の実行が速やかにできない、または中止される可能性があります。また、取引の流動性が

低い場合は、有価証券取引、先物為替取引、通貨オプション取引等の取引価格や評価価格が想定外に不利となり、各コースの基

準価額が下落する可能性があります。 

■カントリーリスク 

各コースは、外国の有価証券に実質的に投資しますが、その国の政治・経済および社会情勢等の変化により、金融・証券市場が

混乱した場合に、当該有価証券の評価価格やその国の通貨価値が下落し、各コースの基準価額が下落する可能性があります。 

*ファンドのリスクは上記に限定されるものではありません。 

 

●収益分配金に関する留意事項 

・分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準

価額は下がります。 

・分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があり

ます。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期

間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

・投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払い戻しに相当する場合があり

ます。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 
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＜当ファンドに係る費用について＞ 

投資者が直接的に負担する費用 

購入時 購入時手数料 購入価額に3.24％（税抜3.0％）を上限として販売会社が別途定める率を乗じて得た額とします。 

みずほ証券における手数料率は以下のとおりです。 

5千万円未満        ： 3.24％（税抜3.0％）   1億円以上3億円未満   ： 1.08％（税抜1.0％） 

5千万円以上1億円未満 ： 2.16％（税抜2.0％）  3億円以上           ： 0.54％（税抜0.5％） 

換金時 信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3％を乗じて得た額とします。 

換金時手数料 ありません。 

スイッチング スイッチング手数料 スイッチングの購入金額に応じて、購入時手数料の半分の率をスイッチング価額に乗じて得た 

額とします。スイッチングの際には、別途換金時と同様の費用、税金がかかります。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

保有期間中 運 用 管 理 費 用 

（信託報酬） 

各コースの日々の純資産総額に年率0.972％（税抜0.9%）を乗じて得た額 

上記の他に、各コースが投資する外国投資信託証券では年率0.55%の運用管理費用がかかり

ます。同様に、各コースが投資する内国投資信託証券では最大年率0.216%（税抜0.2%）の信

託報酬がかかります。実質的にご負担いただく信託報酬率は、最大年率1.522%（税抜1.45%）と

なります。 

そ の 他 の 費 用 ・ 

手数料 

組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、監査費用、法定書面の作成等にかかる

費用等 

上記の費用の他に各コースが投資する外国投資信託証券においては、管理費用、投資信託証

券の設立・開示に関する費用等、有価証券売買委託手数料等、運用財産に関する租税、ファン

ドの運営に必要な各種経費がかかります。各コースが投資する内国投資信託証券においては、

組入有価証券等の売買委託手数料、信託事務の処理に要する諸費用等がかかります。「その他

の費用・手数料」は、運用状況等により異なるものであるため、事前に料率・上限等を表示するこ

とができません。 

 

 

 

＜関係法人＞ 

委託会社 BNPパリバ インベストメント・パートナーズ株式会社 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第378号 

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商

品取引業協会 

受託会社 みずほ信託銀行株式会社  

販売会社 みずほ証券株式会社 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第94号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、 

       一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

 

 
ご購入の際は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 
 


